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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第２四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 11,565 2.5 556 △40.8 607 △38.0 420 △36.8

2022年３月期第２四半期 11,281 8.5 938 58.0 980 53.9 665 51.3
(注)包括利益 2023年３月期第２四半期 △398百万円( ―％) 2022年３月期第２四半期 634百万円(△54.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第２四半期 27.86 ―

2022年３月期第２四半期 44.09 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 41,454 26,541 64.0

2022年３月期 43,252 27,319 63.2
(参考) 自己資本 2023年３月期第２四半期 26,541百万円 2022年３月期 27,319百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00

2023年３月期 ― 20.00

2023年３月期(予想) ― 20.00 40.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,340 7.7 2,800 2.8 2,870 1.5 1,945 0.1 128.84
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ― 社（社名） 、除外 ― 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期２Ｑ 15,160,000株 2022年３月期 15,160,000株

② 期末自己株式数 2023年３月期２Ｑ 63,464株 2022年３月期 63,464株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期２Ｑ 15,096,536株 2022年３月期２Ｑ 15,096,176株

（注）当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給
付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式が含まれております（2023年３月期２Ｑ53,100株、2022年
３月期53,100株）。また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております(2023年３月期２Ｑ53,100株、2022年３月期２Ｑ53,500株)。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信(添付資料)３ページ
「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の落ち込みから

持ち直しの動きが見られましたものの、急激な円安による輸入コストの増加により物価高騰の影響が広範囲に渡り

発生しました。また、製造業を中心に半導体をはじめとした電子部品の供給不足による生産への影響や原材料価格

の上昇、さらには地政学的リスクの懸念による資源価格の高騰等もあり、依然として先行き不透明感が続いており

ます。

この様な情勢の中で、2021年度から2023年度までの中期経営計画「チャレンジ280」を策定し、どのような環境下

にありましても、「危機感」と「決断」と「スピード」を常に念頭におき、変化に対応することによって、受注・

売上を拡大し、市場競争を勝ち抜くべく、全社を挙げて努力してまいりました。さらに、中期経営計画に基づきESG

（環境・社会・ガバナンス）重要課題やSDGsに取り組むことで、サステナブルな社会の実現と企業価値のさらなる

向上を図っております。

当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高は全ての報告セグメントにおいて増加したことにより、170億５千１

百万円（前年同期比18.5％増）となりました。売上高は主に精密機械事業が増加して、115億６千５百万円（前年同

期比2.5％増）となりました。また、損益においてはコストダウンと経費節減に当社グループ一丸となって注力いた

しましたものの、原材料価格や資源価格の高騰等もあり、経常利益は６億７百万円（前年同期比38.0％減）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は４億２千万円（前年同期比36.8％減）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

搬送機械事業

搬送機械事業では、既存顧客からのリピート受注、自動倉庫や生産・物流分野等に、ピッキングシステムや新商

品を使ったソリューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも注力し、拡販を図ってまいりました。

その結果、受注高は既存顧客からの大口物件の成約等があり57億３千万円（前年同期比34.9％増）、売上高は38億

５千５百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

産業機械事業

産業機械事業では、民間需要の掘り起こしやゲート分野を中心とした既存市場におけるシェアアップ、サービ

ス・メンテナンスに注力してまいりました。その結果、受注高は32億２千１百万円（前年同期比5.3％増）、売上高

は前年同期にあった大型案件がなかったことから18億４千８百万円（前年同期比15.5％減）となりました。

精密機械事業

精密機械事業では、国内は補助金効果もあり設備投資需要の回復基調が見られ、海外は中国向けワイヤ放電加工

機の輸出が前連結会計年度から堅調に推移し、受注高は79億３千１百万円（前年同期比14.9％増）、売上高は56億

８千６百万円（前年同期比11.3％増）となりました。

その他の事業

その他の事業では、機械機器部品・立体駐車装置の販売、営繕工事等を行っており、受注高は１億６千７百万円

（前年同期比3.3％減）、売上高は１億７千５百万円（前年同期比4.5％減）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（1）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より17億９千８百万円減少し、414億５千４百万

円となりました。その主な要因といたしましては、原材料及び貯蔵品が７億９千４百万円、仕掛品が５億２千万円

増加しましたものの、受取手形、売掛金及び契約資産が14億７千７百万円、投資有価証券が11億８千１百万円減少

したこと等によるものであります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末より10億２千１百万円減少し、149億１千２百万円となりました。その主な要因

といたしましては、契約負債が３億５千７百万円増加しましたものの、未払法人税等が７億４千５百万円、流動負

債のその他が５億５千２百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末より７億７千７百万円減少し、265億４千１百万円となりました。その主な要

因といたしましては、その他有価証券評価差額金が８億２千１百万円減少したこと等によるものであります。

（2）キャッシュ・フローの分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

３億４千３百万円減少し、133億１千万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は７億３千５百万円（前年同期は24億３千３百万円の増加）となりました。これ

は主に、棚卸資産の増加13億５千７百万円がありましたものの、売上債権及び契約資産の減少21億６千１百万円が

あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は６億８千２百万円（前年同期は２億１千７百万円の減少）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出６億９千９百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は３億９千５百万円（前年同期は３億１千３百万円の減少）となりました。これ

は主に、配当金の支払３億７千６百万円があったこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2022年５月13日発表の数値から変更はありません。

今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,784,017 13,440,459

受取手形、売掛金及び契約資産 7,004,151 5,526,594

電子記録債権 1,832,851 1,148,493

仕掛品 1,024,232 1,544,865

原材料及び貯蔵品 1,627,912 2,422,035

その他 137,018 294,489

貸倒引当金 △6,500 △5,900

流動資産合計 25,403,684 24,371,039

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,325,217 3,226,389

土地 5,002,927 4,985,268

その他（純額） 1,981,673 2,435,658

有形固定資産合計 10,309,819 10,647,316

無形固定資産 70,236 109,299

投資その他の資産

投資有価証券 5,810,916 4,629,196

その他 1,663,435 1,702,424

貸倒引当金 △5,245 △5,245

投資その他の資産合計 7,469,105 6,326,375

固定資産合計 17,849,161 17,082,991

資産合計 43,252,845 41,454,030
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,012,829 2,189,357

電子記録債務 5,527,202 5,489,200

短期借入金 416,250 416,250

未払法人税等 788,987 43,352

契約負債 776,299 1,133,884

その他 2,350,254 1,797,841

流動負債合計 11,871,823 11,069,886

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 1,477,866 1,477,866

役員退職慰労引当金 20,920 10,153

製品保証引当金 601,423 580,388

役員株式給付引当金 13,026 13,026

退職給付に係る負債 1,128,101 1,128,394

その他 820,624 632,620

固定負債合計 4,061,963 3,842,451

負債合計 15,933,787 14,912,338

純資産の部

株主資本

資本金 2,658,400 2,658,400

資本剰余金 2,616,594 2,616,594

利益剰余金 15,211,246 15,253,062

自己株式 △63,902 △63,902

株主資本合計 20,422,338 20,464,155

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,402,166 2,580,221

土地再評価差額金 3,371,404 3,371,404

退職給付に係る調整累計額 123,148 125,910

その他の包括利益累計額合計 6,896,719 6,077,537

純資産合計 27,319,058 26,541,692

負債純資産合計 43,252,845 41,454,030
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 11,281,453 11,565,841

売上原価 8,089,593 8,506,829

売上総利益 3,191,859 3,059,012

販売費及び一般管理費 2,253,060 2,502,928

営業利益 938,799 556,084

営業外収益

受取利息 80 84

受取配当金 30,115 41,186

作業くず売却益 7,275 11,642

その他 9,850 4,890

営業外収益合計 47,323 57,803

営業外費用

支払利息 2,296 2,322

コミットメントフィー 542 542

障害者雇用納付金 2,200 1,050

支払補償費 141 2,006

その他 557 4

営業外費用合計 5,737 5,925

経常利益 980,384 607,962

特別利益

固定資産売却益 197 9,163

ゴルフ会員権売却益 - 160

特別利益合計 197 9,323

特別損失

固定資産売却損 - 725

固定資産除却損 18 2,751

工場移転費用 - 3,517

特別損失合計 18 6,995

税金等調整前四半期純利益 980,563 610,291

法人税、住民税及び事業税 173,697 3,852

法人税等調整額 141,280 185,881

法人税等合計 314,977 189,733

四半期純利益 665,586 420,557

親会社株主に帰属する四半期純利益 665,586 420,557
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 665,586 420,557

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34,697 △821,944

退職給付に係る調整額 3,361 2,762

その他の包括利益合計 △31,336 △819,182

四半期包括利益 634,249 △398,625

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 634,249 △398,625

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 980,563 610,291

減価償却費 300,702 356,512

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △69,700 △82,700

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △124,749 △44,160

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 31,908 1,737

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,580 △10,767

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △1,113 -

製品保証引当金の増減額（△は減少） △25,028 △21,034

貸倒引当金の増減額（△は減少） - △600

受取利息及び受取配当金 △30,196 △41,271

支払利息 2,296 2,322

固定資産売却損益（△は益） △197 △8,437

固定資産除却損 18 2,751

ゴルフ会員権売却損益（△は益） - △160

工場移転費用 - 3,517

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 3,092,223 2,161,915

棚卸資産の増減額（△は増加） △80,326 △1,357,928

仕入債務の増減額（△は減少） △581,851 147,335

未払金の増減額（△は減少） 405 4,320

未払消費税等の増減額（△は減少） △147,448 △4,040

未払費用の増減額（△は減少） △393,301 △477,749

契約負債の増減額（△は減少） 43,666 357,584

その他 △53,244 △225,464

小計 2,946,206 1,373,972

利息及び配当金の受取額 35,025 47,628

利息の支払額 △2,296 △2,322

法人税等の支払額 △545,164 △684,245

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,433,771 735,033

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △221,907 △699,887

有形固定資産の売却による収入 4,003 27,353

投資有価証券の取得による支出 △987 △1,147

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

その他 1,284 △9,222

投資活動によるキャッシュ・フロー △217,607 △682,904

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △294,524 △376,813

リース債務の返済による支出 △18,501 △18,872

財務活動によるキャッシュ・フロー △313,025 △395,686

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,903,138 △343,557

現金及び現金同等物の期首残高 10,824,517 13,654,017

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,727,656 13,310,459
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

(取締役に対する株式給付信託(BBT)について)

当社は、2020年６月26日開催の第87回定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除きます。以下、断

りがない限り、同じとします。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

(1)本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本

信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株

式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付

される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の

退任時となります。

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末59,121千円、53千株、

当第２四半期連結会計期間末59,121千円、53千株であります。

　


